
 

 

「2026 年度 経営法友会研修講座」のご案内 

＜申込受付中＞ 

 

 

 

現在、申込受付中の講座をご案内します。 

なお、各講座のお申込み・ご受講にあたっては、個人アカウントのご登録が必要になります。 

詳細は、当会 HP「HP利用方法」をご参照ください。 

各講座の詳細等、最新の状況は当会 HP でお知らせいたします。  

 

 

◆ゼミナール講座 

〔国内契約〕          申込締切：8/17（月） 

 

◆基礎強化講座 

〔組織再編〕          申込締切：8/17（月） 

〔債権管理の基本と実務〕    申込締切：8/17（月） 

〔会社法〕           申込締切：9/16（水） 

〔５つの実務法令〕       申込締切：3/1（月） 



【再】

SCHEDULE

基礎強化講座

 研修講座に関するお問合せ先
                  〒103-0027 東京都中央区日本橋３-６-２

日本橋フロント３階
               経営法友会事務局

           E-mail:keieihoyukai3@shojihomu.or.jp
TEL:03-6262-6745

2026年度 研修講座予定一覧
※「基礎知識総合講座」と「基礎強化講座」は原則として収録配信を予定しており、
 一部の講座では公開収録（会場開催）も行います。
※「ゼミナール講座」は原則として会場開催を予定しています。
※各講座の募集は、原則として開催の2ヵ月前に開始する予定です。
※各講座の詳細等、最新の状況は当会HPでお知らせいたします。
※各講座の講師・内容は変更になる場合がございます。

基礎知識総合講座

ゼミナール講座

収録配信……一定期間配信します。一部の講座では公開収録（会場開催）も行います。
収録再配信……収録配信と同じ内容を一定期間再配信します。
会場開催……講義日が設定されています。講義日以外にもグループ検討があります。

※別途、受講者交流会を実施いたします。

主な対象者は、法務歴０～3年（新任者）です。
基礎的な知識・考え方を総合的に習得することをねらいとしています。
主な対象者は、法務歴３～５年（新任者～中堅）です。
特定分野の実務対応の基礎を習得することをねらいとしています。
主な対象者は、法務歴５年以上（中堅以上）です。
グループ演習を通じて実務的な素養を習得することをねらいとしています。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

3月

基礎知識総合講座
主な対象:法務歴0～3年

（新任者）

基礎強化講座
主な対象:法務歴3～5年
（新任者～中堅）

ゼミナール講座
主な対象:法務歴5年～

（中堅以上）

入門編
（全4回）

国際編
（全8回）

英文契約
（全5回）

【再】
債権管理
（全3回）

【再】
組織再編
（全3回）独禁法

（全4回）

リスクマネジ
メント・コン
プライアンス

対応
(全5回)

【再】
会社法
（全4回）

５つの
実務法令
（全5回）

国内契約
（全5回）【再】

入門編
（全4回）

国内編
（全8回）

英文契約
（全5回）

組織再編
（全4回）【再】

独禁法
（全4回）

債権管理
（全3回）

会社法
（全4回）

英文契約
（全5回）

【再】

５つの
実務法令
（全5回）

契約実務
（全4回）

英文契約
を書く!
（全5回）



 

経営法友会 2026年度研修会開催のご案内 

ゼミナール講座〔国内契約〕 
WELCOME 

本講座のねらい 

本講座は、契約書の作成や審査など一定の実務を経験している法務担当者を対象として、グループごとの

事前検討および講義当日のディスカッションを通じ、契約類型に応じた実務の勘所を養成します。 

それぞれ規模や業種、経験の異なる他社の意見を聞きながらグループとしての見解をまとめ、経験豊富な

講師陣と議論を深めていくことで、多くの学び、気づきが得られる貴重な場となることでしょう。 

SUMMARY 
対 象 者 契約実務経験５年程度以上。事前のグループ検討会（ZOOM利用）に参加できる方。 

講義日程 第1講：9/2（水）15時~17時30分  第2講：9/28（月）15時～17時 

第3講：10/16（金）15時～17時  第4講：11/6（金）15時～17時 

第5講：12/2（水）15時～17時  ＊講義以外に事前のグループ検討を要します。 

会  場 公益社団法人商事法務研究会（東京都中央区日本橋3-6-2 日本橋フロント3階） 

募集期限 8/17（月）（ただし、定員に達し次第終了します） 

募集定員 16名 

受 講 料 １名につき55,000円（税込） 

請 求 書 9月中にメールにて送付予定（支払期限：11/30（月）） 

キャンセルポリシー 8/17（月）以降のキャンセルは、受講料の全額をご負担いただきます。 

 

NOTES 

講義の進め方 

  第１講は講師・受講者相互の交流を兼ねて、受講にあたってのオリエンテーションなどを行います。 

  第２講以降では、事前課題を各自で検討したうえで、グループごとに検討・提出し、当日の講義に 

 臨んでいただきます。講義は、グループごとに検討結果を発表し、他のグループからの質問、講師から 

 の解説を加える形で進めます。 

 ＊事前のグループ検討にZOOMの利用ができない方はご受講いただけません。あらかじめご了承くださ

い。 

 ＊グループ検討は各講あたり2回程度（1回1時間程度）を目安に、日程はグループごとに調整していただ

きます。 

 

◆受講者には、8/31（月）までに改めてメールにてご案内を差し上げます。 

 ＊期限までにご案内が届かない場合、事務局までご一報ください。 

 

お問い合わせ先（経営法友会事務局） 

  E-mail：keieihoyukai3@shojihomu.or.jp／TEL：03-6262-6745 

 



 

 CONTENTS  

 

第１講 イントロダクション・グループ検討 

           〔講師〕第2講～5講の全講師が参加予定 

 

 講師・受講者の自己紹介とともに、本講座の進め方や、担当講師から各講座のねらいを説明します。 

 事前検討のスケジュールを調整するほか、各自の契約業務などについて、情報共有の時間を設けます。 

 

第２講 秘密保持契約・取引基本（売買）契約 

   〔講師〕山崎陽一郎 氏（パナソニックホールディングス株式会社 

                      法務・コンプライアンスセンター 法務3課 兼 法務2課1係） 

    課題提出日：9/16（水）13時 

 秘密保持契約・取引基本契約それぞれについて、異なる立場から契約書案に対する修正案を提示し、契約

締結における留意点等について整理していきます。 

 

第３講 業務委託（請負・準委任）契約 

   〔講師〕出屋敷純一 氏（株式会社クボタ 法務部 第二課） 

    課題提出日：10/9（金）13時 

業種に関わらず触れる機会のある業務委託契約を通して、法務の視点だけではなくビジネスの視点も踏ま

えて、委託者側と受託者側それぞれの立場から、実務で通用するより一歩踏み込んだ対応方法を検討します。 

 

第４講 ソフトウェア開発委託契約 

   〔講師〕杉浦由紀 氏（日本電気株式会社 法務BP統括部） 

    課題提出日：10/30（金）13時 

ソフトウェアおよびソフトウェア業の概要や、関連する注意事項を整理するとともに、開発委託会社と受

託会社それぞれの立場から、契約書案を元にトラブルを未然に防ぐための対応を検討します。 

 

第５講 ライセンス契約 

         〔講師〕山田良子 氏（富士通株式会社 ビジネス法務部） 

          課題提出日：11/25（水）13時 

ライセンス契約の概要を整理するとともに、実施許諾者（ライセンサー）、実施権者（ライセンシー）それ

ぞれの立場から、契約交渉を想定しつつ契約書案の修正を検討します。 

9/2（水） 

15 時～17 時半 

9/28（月） 

15 時～17 時 

30分 

12/2（水） 

15 時～17 時 

10/16（金） 

15 時～17 時 

11/6（金） 

15 時～17 時 



経営法友会 2026年度研修会開催のご案内 
 

基礎強化講座〔組織再編〕 
WELCOME 

本講座のねらい 

本講座では、グループ会社の再編において、法務担当者が関与するにあたり、単にスキームや契約

書の解説ではなく、どのような点に留意して業務を遂行していけばよいか、プロジェクトチームのメ

ンバーとしての基本的事項や心構えを整理します。 

また、組織再編においては法務以外の重要事項、とりわけ法的には問題ではなくても、会計・税務

の観点（財務の健全化）からは逆効果となるような場面を中心に、法務担当者としての勘所を養成し

ます。 

※2025年10月、11月に開催した同講座の再配信です。  

SUMMARY 
対 象 者 組織再編の実務経験のない方 

講義形式 本講座は、全４講の配信動画を視聴するものです。 

配信期間 ５月29日（金）〜８月31日（月）（各講1.5時間〜２時間、計７時間程度） 

募集期限 ８月17日（月） 

受 講 料 １名につき44,000円（税込） 

請求書の発送時期・支払期限  

 ５月末までのお申込み ６月上旬にメールにてご案内予定（支払期限：８月末） 

６月以降のお申込み ８月下旬にメールにてご案内予定（支払期限：10月末） 

ｷｬﾝｾﾙﾎﾟﾘｼｰ 配信開始日の前営業日14時以降のキャンセルは、受講料の全額をご負担いただきます。 

NOTES 
申込上の注意 

お申込み・ご受講にあたっては、個人アカウントのご登録が必要になります。 

詳細は、当会HP「HP利用方法」をご参照ください。 

 

動画視聴テストのお願い 

 必ずテスト動画が視聴できるかをご確認の上、お申し込みください。 

※テスト動画をご覧いただけない場合には、システム部門等にセキュリティ上の制限をご確認ください。 

 

受講方法（視聴先/資料のダウロード先） 

個人アカウントでログインした後、個人ページの「申込済みセミナー」にて配信開始日より視聴および資

料のダウンロードが可能です。ただし、資料ダウンロードは視聴期間内に限られますのでご注意ください。 

 

【お問い合わせ先】株式会社商事法務 教育事業部 

E-mail：law-school＠shojihomu.co.jp／TEL：03-6262-6761 

※本講座の運営は株式会社商事法務に委託しています。 

受講の詳細や請求書等については、同社からご案内いたします。 

https://www.keieihoyukai.jp/page/howto
https://www.keieihoyukai.jp/page/vtest


CONTENTS 

第１講 

１．組織再編とは何か〜M&Aとの違い 

２．再編メニューの概観〜スキームの特徴とスケジュール 

第２講 

１．再編事例から学ぶ法務部門の関与 

２．スキームの検討、契約の取扱い、タスクとスケジュール 等 

第３講 

１．求められる複眼的視点 

２．税制適格組織再編の要件 

３．繰越欠損金の引継ぎ・使用制限 

４．組織再編に関する会計基準 

第４講 

１．組織再編のケーススタディ 

２．組織再編時の株式譲渡等に関する税務の留意ポイント 

３．組織再編と労務に関する留意ポイント 

４．Q&Aセッション 

 

 

 

第１講・第 2 講・第４講（Q&A セッション）担当 

講師 前田未来氏（サントリービバレッジ＆フード株式会社 経営管理本部 コーポレートマネジメント部 法務グループ 課長） 

2009 年：弁護士法人 瓜生・糸賀法律事務所 入所（新 62 期） 

2013 年：サントリーホールディングス㈱ 法務部 入社 

2024 年：サントリー食品インターナショナル㈱ コーポレートマネジメント本部 法務グループ 

2025 年より現職 

担当業務：コーポレート、労務関連等 

第３講・第４講担当 

講師 福﨑剛志氏（日比谷タックス&ロー弁護士法人 弁護士） 

2000 年：司法試験合格（55 期） 

2002 年：鳥飼綜合法律事務所 入所 

2013 年：鳥飼綜合法律事務所 パートナー 

2018 年：日比谷タックス＆ロー弁護士法人設立 

取扱案件：タックス、コーポレート、労働等 

著書等：『オーナー社長の自社株対策』（共著・すばる舎）、『新・株主総会徹底対策』（共著・商事法務）、『経営承継円滑化法

と民法特例の法実務』（共著・清文社）ほか多数 

 



経営法友会 2026年度研修会開催のご案内 
 

基礎強化講座〔債権管理の基本と実務〕 
WELCOME 

本講座のねらい 

契約相手方への与信を伴う売買取引等においては、相手方の信用力等を見極めた上で、取引スキーム

や取引条件を踏まえた契約締結が重要となります。さらに法務担当者として重要なことは、取引継続に

不安が生じうる事態になった場合、あるいは、取引継続ができなくなってしまった場合の対応（債権管

理・回収）への備えです。 

本講座では、債権管理に関する基本事項について整理した上で、日常業務で少ないながらも経験する

可能性のある実務場面を想定して解説します。 

※2025年11月に開催した同講座の再配信です。  

SUMMARY 
対 象 者 債権管理・回収の実務経験のない方 

講義形式 本講座は配信動画を視聴するものです。 

配信期間 ５月29日（金）〜８月31日（月）（各講2.5時間、計５時間程度） 

募集期限 ８月17日（月） 

受 講 料 １名につき33,000円（税込） 

請求書の発送時期・支払期限  

 ５月末までのお申込み ６月上旬にメールにてご案内予定（支払期限：８月末） 

６月以降のお申込み ８月下旬にメールにてご案内予定（支払期限：10月末） 

ｷｬﾝｾﾙﾎﾟﾘｼｰ 配信開始日の前営業日14時以降のキャンセルは、受講料の全額をご負担いただきます。 

NOTES 

申込上の注意 

お申込み・ご受講にあたっては、個人アカウントのご登録が必要になります。 

詳細は、当会HP「HP利用方法」をご参照ください。 

 

動画視聴テストのお願い 

必ずテスト動画が視聴できるかをご確認の上、お申し込みください。 

＊テスト動画をご覧いただけない場合には、システム部門等にセキュリティ上の制限をご確認ください。 

 

受講方法（視聴先/資料のダウンロード先） 

個人アカウントでログインした後、個人ページの「申込済みセミナー」にて配信開始日より視聴および資

料のダウンロードが可能です。ただし、資料ダウンロードは視聴期間内となりますのでご注意ください。 

 

【お問い合わせ先】株式会社商事法務 教育事業部 

E-mail：law-school＠shojihomu.co.jp／TEL：03-6262-6761 

※本講座は、運営を株式会社商事法務に委託しています。 

受講にあたっての詳細や請求書等についてのご案内は、同社から連絡いたします。 

https://www.keieihoyukai.jp/page/howto
https://www.keieihoyukai.jp/page/vtest


CONTENTS 

◆下記項目を２回に分けて解説します 
 

第１ 企業活動と債権管理 

・なぜ、債権管理が必要か（債権管理から見た契約業務フロー） 

・債権管理のために必要な取引スキームの検討（危険な取引スキームと架空取引・循環取引） 

・債権保全・回収に必要な重要な契約条項と契約書の整備 

・担保の種類と担保概観 

 

第２ 担保取得の実務 

・各種担保取得時の実務上のポイントと留意点 

・担保の取得にかかわる契約書の見方・読み方・考え方 

（資料を参照しながら実際の対応、ポイントを解説） 

 

第３ 不測の事態への対応 

・取引先の信用不安・倒産時等に取るべき基本動作 

・取引先の破綻時の法的ポイント 

 

 

 

講師 橋本知也氏（丸紅株式会社 法務・コンプライアンス部 副部長） 

＜略歴＞ 

1999 年丸紅㈱入社、法務部配属。国内外の債権保全・回収事案、担保関連業務に多数従事。 

主な著書・論文等として、「商社の債権保全・回収の実務及び動産売主の担保」（別冊 NBL No. 178

「担保法と倒産・金融の実務と理論」）。 

 

講師 神子日路奈氏（丸紅株式会社 法務・コンプライアンス部 企画・開発課長） 

＜略歴＞ 

2005 年丸紅㈱入社、法務部配属。国内外 M&A 関連業務等の傍ら、日本国内を中心に債権保全・回

収事案、担保関連業務に従事。 

 



経営法友会 2026年度研修会開催のご案内 

基礎強化講座〔会社法〕 
WELCOME 

本講座のねらい 

本講座では、会社法を体系的に学ぶ必要を感じている法務担当者を対象として、実務対応にあたって

特に理解しておくべき会社法および法務省令の内容を改めて概観し、条文の構造や主要な裁判例も含め、

実務の根拠についてわかりやすく解説します。 

※本講座は、2025年11月～2026年１月に開催した同講座の再配信です。 

SUMMARY 
対 象 者 会社法の実務の基本を習得したい方 

講義形式 本講座は、全４講の配信動画を視聴するものです。 

配信期間 ６月30日（火）～9月30日（水）（各講2～３時間程度、計10時間程度） 

募集期限 ９月16日（水） 

受 講 料 １名につき44,000円（税込） 

請求書の発送時期・支払期限  

６月末までのお申込み 7月上旬にメールにてご案内予定（支払期限：９月末） 

７月以降のお申込み ９月下旬にメールにてご案内予定（支払期限：11月末） 

ｷｬﾝｾﾙﾎﾟﾘｼｰ 配信開始日の前営業日14時以降のキャンセルは、受講料の全額をご負担いただきます。 
 

NOTES 
申込上の注意 

お申込み・ご受講にあたっては、個人アカウントのご登録が必要になります。 

詳細は、当会HP「HP利用方法」をご参照ください。 

 

動画視聴テストのお願い 

 必ずテスト動画が視聴できるかをご確認の上、お申し込みください。 

※テスト動画をご覧いただけない場合には、システム部門等にセキュリティ上の制限をご確認ください。 

 

受講方法（視聴先/資料のダウロード先） 

個人アカウントでログインした後、個人ページの「申込済みセミナー」にて配信開始日より視聴および資

料のダウンロードが可能です。ただし、資料ダウンロードは視聴期間内に限られますのでご注意ください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】株式会社商事法務 教育事業部 

E-mail：law-school＠shojihomu.co.jp／TEL：03-6262-6761 

※本講座は運営を株式会社商事法務に委託しています。 

受講にあたっての詳細や請求書等のご案内は、同社から連絡いたします。 

https://www.keieihoyukai.jp/page/howto
https://www.keieihoyukai.jp/page/vtest


CONTENTS 

第１講 総論 

１ 会社法とは 

２ 会社に関する基本的概念 

３ 株式会社（取締役会設置会社）の機関に関する基本的概念とコーポレートガバナンス

第２講 役員・取締役会 

１ 取締役・監査役と従業員との違い 

２ 取締役会 

３ 取締役の義務 

４ 取締役の責任 

第３講 株主総会 

１ 招集  

２ 当日の運営とその準備  

３ 株主総会運営の実務ポイント  

４ 決議事項と報告事項 

５ 決議  

６ 書面決議・書面報告  

７ 株主総会議事録 

第４講 会社法関係法令等の条文構造、その他 

１ 会社法関連法令等の条文構造 

２ その他 

 

 

講師 弁護士 角田大憲氏 略歴 

 1991 年 3 月 東京大学法学部卒業 

 1994 年 4 月 最高裁判所司法研修所修了（46 期）・弁護士登録（東京弁護士会） 

        森綜合法律事務所（現 森・濱田松本法律事務所）所属 

 2003 年 3 月 中村・角田法律事務所（現 中村・角田・松本法律事務所）参画、パートナー 

 2009 年～2012 年 新司法試験考査委員および司法試験予備試験考査委員（いずれも商法） 

 2023 年４月 角田大憲法律事務所 開設 

 

取扱案件：会社法、コーポレートガバナンス、訴訟・紛争 

著 書：『株主総会ハンドブック』（共著・商事法務）、『会社法という地図の読み方 株式・新株予約権編』（商事法務）、 

   『会社法という地図の読み方 機関・計算・組織再編 編』（商事法務）、 

   『論点体系 会社法 2 株式会社Ⅱ』（共著・第一法規）、『金商法という地図の読み方』（商事法務）、 

   『コーポレートガバナンスハンドブック』（共著・商事法務） ほか 



経営法友会 2026年度研修会開催のご案内 

基礎強化講座〔５つの実務法令〕 
WELCOME 

本講座のねらい 

本講座では、大学や法科大学院でも学ぶ機会が少なく、かつ、業種・規模にかかわらず、すべての企業に

おいて重要となる５つの実務法令（個人情報保護法、取適法、景品表示法、不正競争防止法、公益通報者保

護法）を取り上げます。 

新任法務担当者を対象として、本講座を通じて、現在対応されている実務の根拠となる各法令の基本構造

や最低限押さえておきたい基礎を理解することに主眼を置きます。 

講師には、各法令に関する案件を手掛け、若手法務担当者との接点も多い関西の弁護士陣をお迎えし、実

務経験に基づき各法令の勘所について、わかりやすく解説していただきます。 

SUMMARY 
対 象 者 各法令を基礎から学びたいと考えている方（e.g. 新卒または他部門から配属された新任法務担当者など） 

講義形式 本講座は、全５講の配信動画を視聴するものです。 

     ただし、第１講、第２講、第５講は、改めて公開収録した動画を配信いたします。 

公開収録 第１講 ７月21日（火）15時～17時、第２講 ８月３日（月）14時30分～17時、 

第５講 ９月１日（火）15時～17時〈予定〉 

収録会場 （株）商事法務 会議室（東京都中央区日本橋3-6-2 日本橋フロント３階） 

配信期間 ９月15日（火）～2027年３月15日（月）各講２時間程度（計10時間程度） 

募集期限 2027年３月１日（月） 

受 講 料 １名につき44,000円（税込） 

請 求 書 10月中旬までのお申込み 10月下旬にメールにてご案内予定（支払期限：12月末） 

     10月中旬～12月中旬のお申込み 12月下旬にメールにてご案内予定（支払期限：２月末） 

     12月中旬以降のお申込み ３月中旬にメールにてご案内予定（支払期限：５月末） 

ｷｬﾝｾﾙﾎﾟﾘｼｰ 配信開始日の前営業日14時以降のキャンセルは、受講料の全額をご負担いただきます。 

＊公開収録にご参加された方について、収録後のキャンセルはお受けできません。 

NOTES 
申込上の注意 

お申込み・ご受講にあたっては、個人アカウントのご登録が必要になります。 

詳細は、当会HP「HP利用方法」をご参照ください。 

※公開収録のご参加方法は、申込後にメールにてお送りする「セミナー申込内容の控え」に記載がございます。 

動画視聴テストのお願い 

 必ずテスト動画が視聴できるかをご確認の上、お申し込みください。 

※テスト動画をご覧いただけない場合には、システム部門等にセキュリティ上の制限をご確認ください。 

受講方法（視聴先/資料のダウンロード先） 

個人アカウントでログインした後、個人ページの「申込済みセミナー」にて配信開始日より視聴および資

料のダウンロードが可能です。ただし、資料ダウンロードは視聴期間内に限られますのでご注意ください。 

【お問い合わせ先】㈱商事法務 教育事業部  

E-mail：law-school＠shojihomu.co.jp／TEL：03-6262-6761 

※本講座は、運営を㈱商事法務に委託しています。受講にあたっての詳細や請求書等のご案内は、同社から連絡いたします。 

https://www.keieihoyukai.jp/page/howto
https://www.keieihoyukai.jp/page/vtest


CONTENTS 

第１講 個人情報保護法 

〔講 師〕中 亮介氏 

（北浜法律事務所・外国法共同事業 弁護士） 

公開収録日時：７月21日（火）15時～17時 

１ 個人情報保護法とは 

 ・制定経緯、目的 

 ・保護の対象となる個人情報 

 ・取得、利用、処理の際に求められる対応 

 ・（最低限必要な）安全管理措置とは 

 ・第三者への提供（事案から考える） 

 ・罰則（個人、法人） 

 ・今後企業を取り巻く状況（国際的潮流の中で） 

２ 個人情報保護法が問題となる場面 

 ・個人情報の漏えい 

 ・委託先への個人情報の提供 

 ・グループ企業間での個人情報の利活用 

３ 改正個人情報保護法の概要 
 

第２講 取適法 

〔講 師〕武井祐生氏 

（弁護士法人御堂筋法律事務所 弁護士） 

公開収録日時：８月３日（月）14時30分～17時 

１ 取適法とは 

 ・制定経緯、目的、特徴 

 ・取適法のポイント（勘所） 

 ・最近の取適法規制の傾向 

 ・改正の概要 

 ・他の法規制との関係 

２ 取適法の適用対象 

 ・どのような当事者、取引に適用されるのか 

３ 委託事業者の義務 

 ・委託事業者にはどのような義務が課せられるのか 

４ 委託事業者の禁止事項 

 ・委託事業者はどのような行為が禁止されるのか 

５ 取適法コンプライアンス 

 ・取適法違反が生じる原因 

 ・平時の対応（予防策と早期の違反行為発見の方法） 

 ・有事の対応（違反発見時の対応） 
 

第３講 景品表示法 

〔講 師〕吉村幸祐氏 

（弁護士法人大江橋法律事務所 弁護士） 

収録日：2024年7月16日（火） 

１ 景品表示法とは 

 ・制定経緯、目的 

２ 不当表示規制 

 ・規制の概要 

 ・不当表示の基本的な判断枠組み 

 ・優良誤認表示と不実証広告規制 

 ・有利誤認表示 

 ・規制対象者 

 ・打消し表示 

 ・課徴金 

３ 景品規制 

 ・主なポイント 

４ 景品表示法が問題となる場面 

 ・具体例を踏まえた検討 
 

第４講 不正競争防止法 

〔講 師〕山田威一郎氏 

（レクシア特許法律事務所 弁護士） 

収録日：2024年７月23日（火） 

１ 不正競争防止法とは 

 ・制定経緯、目的 

 ・産業財産権（特許権・実用新案権・意匠権・商標権）

との関係性 

 ・不正競争行為の概要 

 ・不正競争防止法違反の行為に対する民事上、刑事上の

措置 

２ 不正競争防止法が問題となる場面 

 ・他社の周知・著名な商品等表示の使用 

 ・他社の商品の商品形態の模倣 

 ・営業秘密の不正利用 

 ・不正競争行為を予防するには 
 

第５講 公益通報者保護法 

〔講 師〕加納淳子氏 

（弁護士法人第一法律事務所 弁護士） 

公開収録日時：９月１日（火）15時～17時 

１ 公益通報者保護法とは 

 ・制定経緯、目的 

 ・公益通報とは 

 ・通報者の範囲、通報窓口、通報内容 

 ・罰則 

２ 公益通報者保護法と「内部通報制度」との関係 

 ・「内部通報制度」とは 

 ・公益通報者保護法との違い 

 ・「内部通報制度」の整備・運用の基本 

３ 公益通報者保護法と内部通報に関連する他の法令等 

４ 改正公益通報者保護法について 



2026.8

【大阪開催】経営法務人材養成塾（児玉塾）短期集中プログラム

〔講　　師〕 児玉康平　氏　（元　株式会社日立製作所  執行役常務（GC/CLO））

〔会場開催〕

〔会　　場〕

〔受  講  料〕 １名につき198,000円（受講料180,000円＋税） 詳細はこちら

シナリオから学ぶ 株主総会 ～新任担当者の「Why」にこたえる１日セミナー～

〔講　　師〕 石井裕介　弁護士（森・濱田松本法律事務所外国法共同事業）ほか

〔会場開催〕

〔受  講  料〕 １名につき49,500円（受講料45,000円＋税）＊特典あり 詳細はこちら

◤ 商事法務ビジネス・ロー・スクールの開講講座のうち、企業法務の皆様に特にご好評いただいているもの

や、会場開催分を中心にご案内申し上げます。なお、会場開催分の講義会場は大阪開催の「児玉塾」をのぞ

き、すべて商事法務会議室（東京都中央区日本橋3-6-2　日本橋フロント３階）となります。 ◢

本セミナーでは、近時、株主総会前後に求められる対応のほか、株主総会当日についてはシナリオ等をベー

スにし、新任担当者の方が、総会実務を通して持たれる疑問点などを若手弁護士がわかりやすく解説しま

す。皆様がお持ちになった「なぜ」を解消し、自信をもって次年度以降の総会に臨んでいただくことを目指

します。

本プログラムは、「ジェネラル・カウンセル(GC)」「チーフ・リーガル・オフィサー(CLO)」として世界で

戦える人材になるために、大阪にて特別開催する2日間の「短期集中プログラム」です。元・日立製作所

GC/CLOの児玉康平氏を講師に迎え、意思決定プロセスや組織を動かす行動について、徹底した「現場（修

羅場）」の再現によるケースメソッドを通じて追体験いただきます。知識の習得にとどまらず、先人の「知

恵」をも継承し、真のGC/CLOを目指す高い志を持つ皆様のご参加をお待ちしております（ビジネス・

ロー・スクール事務局）。

第１回　11月20日（金）11時～17時30分

第２回　12月４日（金）11時～17時30分

【締切】11月6日 (金)（定員12名〔最少開講人数８名〕）

淀屋橋駅／梅田駅周辺の会議室　＊申込者に個別にご案内します

10月９日（金）10時～17時30分　【締切】10月8日 (木)

㈱ 商事法務主催 ビジネス・ロー・スクール セミナーのご案内



2026.8

総務・法務・人事必修　「従業員向け株式報酬制度」の導入及び運用のポイント解説

〔講　　師〕

〔会場開催〕 ８月25日（火）13時30分～17時　【締切】8月24日 (月)

〔視聴期間〕 ９月８日（火）10時～12月25日（金）17時　【締切】12月18日（金）

〔受  講  料〕 1名につき33,000円（受講料30,000円＋税） 詳細はこちら

戦わない真の”戦略”法務へ

 ～非言語によるアタマからココロへ対立を超える法務4.0～

〔講　　師〕 小林洋光　氏（アデコ株式会社 執行役員／Chief Legal Officer）

〔会場開催〕 ９月９日（水）14時～17時30分　【締切】8月26日（木）

〔受  講  料〕 １名につき33,000円（受講料30,000円＋税） 詳細はこちら

　株式会社商事法務 ビジネス・ロー・スクール

住　所： 東京都中央区日本橋3-6-2 日本橋フロント3階 email： law-school@shojihomu.co.jp

電　話： 03-6262-6761

法務パーソンが得意とする言葉と論理的思考を補強するために、非言語理解とファシリテーションの実践に

より、コンフリクトある状況にアタマと言葉で即時反応せずにココロで受け止めること、交渉相手の世界観

や心境を踏まえた解決を導くこと、そして事業部や自組織内におけるコンフリクトを対処予防する術の体得

を目指します。

㈱ 商事法務主催 ビジネス・ロー・スクール セミナーのご案内

（裏面）

◤ 商事法務ビジネス・ロー・スクールでは毎月、開講講座すべてを収録したカタログを作成しております。

毎月の送付をご希望の方はご住所、貴社名、ご担当部署を明記のうえ、law-school@shojihomu.co.jpまで

メールにてご連絡ください。 ◢

藤原宇基　弁護士（岩田合同法律事務所 ）

國本和希　弁護士（岩田合同法律事務所 ）

上場企業の約3割が導入しているともされる従業員向け株式報酬。会社法改正やCGC改訂の議論の中で、企

業価値向上に資する仕組みとして注目を集めており、今後さらに導入が進む可能性があります。本講座で

は、制度の複雑化が進む中、各スキームの利弊に加え、労基法・金商法における見落とされがちな論点まで

を弁護士が解説し、法規制を踏まえつつインセンティブ効果を最大化して、企業価値向上につなげる実務的

な落としどころを提示します。
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